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1．はじめに

交通分野においてシェアリングについて注目されて

いる中で，特に進んでいるのが自転車である．環境負

荷低減，移動便利性を高める上でも，シェアサイクル

が世界的に拡大傾向にある．日本でもシェアサイクル

は大都市を中心に拡大傾向にあるが，ある区域を境に、

シェアサイクルポートがある場所で利用者がどこでも

借り返却できるシェアサイクル（コミュニティサイク

ル）でなく、決まった場所での貸出・返却するレンタ

サイクルというようにモードが変わってきている．ま

た，シェアサイクルの中にはポートのサービス密度が

非常に低く，レンタサイクルレベルのものも存在する．

シェアサイクルに関する研究は多数行われているが，

実施事例 1)に関するものが多く、さらにレンタサイク

ルは観光視点 2)が多い．

2．研究目的

関東地域（東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県、茨

城県、栃木県、群馬県）をケーススタディとして、各

自治体のシェアサイクルの導入実態について，ポート

数や設置台数などから実態を把握しサービス密度を明

らかにした上で地域性を解明する．併せて，レンタル

サイクルを実施している自治体の状況を集め，シェア

サイクルを実施している自治体の状況と比較しながら

地域性を解明する．

3．研究計画・方法

既存研究のレビューを網羅的に行った上で，関東各

区及び市村町のホームページから，シェアサイクル事

業の状況と対策を調べる．また，シェアサイクル事業

の会社のアプリとホームページからサイクルポートの

分布を調査する．そして，レンタルサイクル分布の調

査を行い，シェアサイクルとレンタルサイクルの分布

図を作成する．

4．自治別のシェアとレンタルサイクルの実施状況

図-1に関東地域のシェアサイクルとレンタルサイク

ルの分布を示す．オレンジ色はシェアサイクルとレン

タサイクルの両者を実施している自治体である．青色

はシェアサイクルのみで，黄色はレンタサイクルのみ

である．東京都では，多くの自治体でシェアサイクル

とレンタサイクルの両者を導入している状況にある。

一方、東京都以外では、郊外になるとレンタサイクル

を導入している自治体が確認でき、観光利用といった

サイトにレンタサイクルの情報が収録されていた．

図-1 シェアサイクルとレンタサイクルの実施状況

茨城県、栃木県、群馬県はシェアサイクルもレンタ

ルサイクルも実施市町村が少なかった．

次に、シェアサイクルを実施している自治体のポー

ト数を図-2に示す．東京都 23区は 100箇所を超える
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ポート数を有しており，郊外に向かうにつれポート数

が減少になることが明らかになった．

図-2 シェアサイクルのポート数

図-3 シェアサイクルポート密度（箇所/100ha）

千葉県，神奈川県，埼玉県は同じく中心部のポート数

が多いが，全体的東京都のポート数より少ない．茨城

県と栃木県はシェアサイクル実施市町村が少なく，ポ

ート数も非常に少ない状況にある．

最後に各自治体のシェアサイクルのポート数を市町

村面積で割った密度（100ha当たりの設置個所数）の

状況を図-3に示す．都心 5区は 5箇所/100haを越えて

おり高密度にシェアサイクルポートが設置され，身近

な場所にシェアサイクルポートが存在していた．東京

都，神奈川県，埼玉県，千葉県でも県庁所在都市中心

部のシェアサイクルポート密度が高いが，それ以外で

は密度は低く 100ha当たり 1箇所以下ともなる．その

ような設置密度では，身近な場所にシェアサイクルポ

ートが存在していないとも考えられる．

5．まとめ

本研究では,シェアサイクルとレンタルサイクルを

実施している自治体の把握及びシェアサイクルのポー

トの分布と密度を調査した．その結果，東京都，埼玉

県，神奈川県は積極的にシェアサイクルを実施してい

た．都心部のポート数が多く，密度が高く，都心部か

ら離れるにつれてポート数が減少，密度が低くなる傾

向にある．一方郊外部では，シェアサイクルではなく

レンタサイクルを実施している自治体が多い状況にあ

ることが分かった．

今回の実態把握を行う中で，社会実験としてシェア

サイクルを実施していた自治体において，実験期間終

了後シェアサイクルを導入していない自治体も見られ

た．そのため，今後シェアサイクルの導入を断念した

自治体に対してアンケート調査等を実施してシェアサ

イクルが成立しなかった理由を明らかにすることを予

定している．
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